
企業間の労働移動の円滑化・
リスキリング・構造的賃金引上げに関する
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実質賃金の伸び率

（出所） 毎月勤労統計の（事業所規模5人以上、就業形態計、調査産業計）を消費者物価指数を除した数値を基に作成。

我が国の実質賃金の伸び率（対前年同月比）（％）

賃上げ

○実質賃金の伸び率は、８月時点で-1.7％、（対前年同月比） 。
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労働移動の円滑度と賃金格差

（出所）Criscuolo,Chiara,et al.(2022), “The role of firm performance and wage-setting practices in wage inequality”, in OECD, OECD
Employment Outlook 2022: Building Back More Inclusive Labour Marets, OECD Publishing Parisを基に作成。

○ 労働移動の円滑度が低い市場の方が、合理的でない賃金プレミアム（労働者のスキルや教育などの
根拠によらない賃金決定の要因）の占める影響が大きい。労働移動の円滑度が高い市場の方が、労
働者のスキルや教育などが賃金に反映されやすく、賃金格差が発生しにくい。

労働移動の円滑度と
賃金プレミアムの賃金に占める割合
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トレーニングの資金の支払者と労働移動

（注）1996年に英国で実施された全国的に代表するような被雇用者を対象とした1539人のサンプル調査によるもの。
（出所）Francis Green, Alan Felstead, Ken Mayhew and Alan Pack. (2000) “The Impact of Training on Labour Mobility: Individual and Firm-level 
Evidence from Britain.” British Journal of Industrial Relations 38:2 June 2000 0007-1080 pp. 261-275

○トレーニングの資金の直接の支払者によって、その後の職探しの真剣度（確率）に差が生じる。
○労働者個人による支払いの場合と、雇用主による支払いの場合を比較すると、労働者による支払いの
場合にはその後の職探しの確率が４割となり、雇用主の負担の場合の12％と比べて差が生じる。

○このため、企業間・産業間移動のリスキリングを考える場合は、政府が支援を行う場合でも、雇用主を通
じてより、個人を通じて支出する方が有効と推定される。
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職探しをすると
回答した人の割合（％） トレーニングの資金の支払者と職探しの真剣度（確率）
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在職者の学び直しに対する支援策の現状

○ 日本の在職者向けの学び直し支援策は、資金の提供ルートとして２種類が存在。企業を通じた支援
と、個人への支援。

○ 企業を通じた支援は、年間771億円で全体の75％を占める。これに対し、個人への直接支援は、年
間237億円で全体の25％を占めるに過ぎない。

在職者向けの学び直し支援策

企業を通じた支援 個人（在職者）への直接支援

人材開発支援助成金 公共職業訓練（在職者訓練）、
生産性向上人材育成支援センター

教育訓練給付制度
(専門実践教育訓練給付、特定一般教育訓
練給付、一般教育訓練給付）

支援
内容

• 企業自身あるいは企業が民間教育訓練
機関等に委託して、労働者の現在の職
務に関連する訓練を行う場合、訓練内
容に応じ、経費の30％～75％を、企業
に助成。

• 厚生労働省の設置したポリテクセンター・
ポリテクカレッジ（全国86か所）、および
都道府県が設置した職業能力開発校等
において、在職者向けの職業訓練を実施。

• 職業訓練の受講費用は企業が負担。

• 労働者のキャリア形成等に資すると認定さ
れた講座を受講する場合、その受講費用
の20％～50％を個人に給付。

• さらに、労働者の中長期的キャリア形成を
ターゲットとする専門実践教育訓練の場
合、訓練終了後１年以内に資格取得・
再就職すれば20％を個人に追加支給す
る。

予算額 681億円 90億円 237億円

（注）在職者支援向けの学び直し支援策における「企業を経由するもの」と「個人を対象としたもの」の割合は、「企業を経由するもの」として、人材開発支援助成金が681億円
（令和４年度予算額）、公共職業訓練（在職者訓練）及び生産性向上人材育成支援センターに用いる運営費交付金が79億円、都道府県の行う職業訓練への交
付金が11億円（運営費交付金及び都道府県向けの交付金については、令和3年度決算における実績に基づき、令和4年度予算より試算したもの）。これに、「個人を対
象としたもの」として、教育訓練給付制度が237億円（令和4年度予算額）を加え、在職者支援向けの学び直し支援策の全体額（1,008億円）とした上で、それに対す
る、それぞれの割合として算出。

人への投資



トレーニングの内容と労働移動

（注）1996年に英国で実施された全国的に代表するような被雇用者を対象とした1539人のサンプル調査によるもの。
（出所）Francis Green, Alan Felstead, Ken Mayhew and Alan Pack. (2000) “The Impact of Training on Labour Mobility: Individual and Firm-level 
Evidence from Britain.” British Journal of Industrial Relations 38:2 June 2000 0007-1080 pp. 261-275

○スキルトレーニングの内容が当該企業固有のスキルであれば、職探しの真剣度（確率）が低くなり、産
業を超えて広く活用可能性があるスキルであれば、職探しの真剣度（確率）が高くなる。
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スキルトレーニングの内容と職探しの真剣度（確率）
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デンマークの職業訓練プログラムの参加者

○コースはすべての成人に開かれているが、2010年の受講者の7割が有職者。受講者の平均年齢は40
歳、６割以上が男性、スキルレベルは中（職業教育）・低（高校以下）が多い。
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職業訓練の参加者の属性（2010年）

（注）スキルは以下のように定義される。低 - 「高校以下」、中 - 「職業教育」、高 - 「高等教育」。右図の職業訓練時間の割合は、総労働時間のうち、政府補助による成人職業訓
練に充てられた時間の割合として計算。
（出所） Anders Humlum and Jakob R. Munch 2019 “Globalization, Flexicurity and Adult Vocational Training in Denmark” in “Making Globalization 
More Inclusive Lessons from experience with adjustment policies” (WTO)

産業・職業ごとの政府補助職業訓練の割合

参加者 421,994人

期間 平均７日間

年齢 平均40歳

性別 男性64.5％
女性35.5％

スキルレベル
低 33％
中 56％
高 11％

労働市場における属性
被雇用者 67%
自営業者 4%
失業者 24%

非就業者/ 不明 5%

産業
総労働時間のうち
職業訓練時間の割合

（％）
職業

総労働時間のうち職業
訓練時間の割合

（％）

１ その他輸送機器
製造業 3.43 金属・機械

業者 1.15

２ たばこ産業 1.58 組立工 1.01

３ 事務管理 0.95 熟練農業
従事者 0.96

…

N-2 番組制作・放送 0.05 教育者 0.09

N-1 金融・保険 0.04 法律・社会
福祉関係 0.05

N 法律・会計業 0.04 ICT
専門家 0.05

人への投資


